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自治体名 取り組み事例 従前の土地利用 活動主体 開始年
田島町 アスパラガスの栽培拡大 遊休農地 生産部 1971
川俣町・飯野町 タラノメ栽培の導入 遊休桑園など JA部会 1977
月舘町 花わさび栽培の拡大 遊休桑園など 遊休農地活用組合 1978
いわき市 切り花栽培の拡大 休耕田 生産組合 1982
小高町 ウド，ダイコン栽培の拡大 遊休桑園 JA部会 1986
三春町 ピーマン産地の形成 遊休桑園など JA部会 1986
矢祭町 ユズ栽培の導入 コンニャク 生産組合 1986
只見町 ゼンマイ栽培の導入 遊休農地，畑，国有林 生産組合 1987
鹿島町 アンポ柿の導入 遊休桑園など JA，町 1988
三春町 加工トマト栽培の導入 遊休桑園など JA部会 1988
郡山市 キセル貝の飼育，桑葉の活用（健康食品開発） 遊休桑園 桑園活用組合 1989
下郷村 そば栽培の拡大 遊休農地 協議会 1989
いわき市 ギンナン栽培の導入 遊休桑園など 市協議会 1990
北塩原町 そば栽培の拡大 遊休農地 個人 1991
安達町 ピーマン栽培の導入 遊休桑園 JA部会 1992
舘岩村 コスモス（景観作物）の導入 遊休農地 森林組合ほか 1992
新地町 加工用大豆栽培の導入 遊休畑，遊休桑園 JA営農センター 1993
いわき市 桑樹皮利用による和紙生産の開始 （遊休桑園の活用） 繭生産連絡協議会 1995
白沢村 ピーマン，インゲン，サヤエンドウ栽培の拡大 遊休桑園など JA部会 1995
須賀川市 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産者組織 1995
二本松市 花木栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1995
塙町 なたね栽培の導入 遊休農地 生産者組織 1995
船引町 和牛の放牧地利用 遊休桑園など 草地利用組合 1995
三春町 観光果樹園の開設 遊休桑園など JA 1995
いわき市 そば栽培オーナー制度の開始 遊休農地 営農改善組合 1996
新地町 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産者組織 1996
東白川郡 柿栽培の拡大 コンニャク，遊休桑園 協議会 1996
山都町 ゼンマイ栽培の導入 遊休桑園 個人 1996
川内村 タラノメ栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1997
郡山市 景観形成のための切り花の導入 遊休桑園，休耕田 生産組合 1997
新地町 そばと花きの輪作体系の確立 遊休桑園など 生産部会 1997
須賀川市 果樹栽培（柿を中心に）の導入 遊休桑園 ？ 1997
梁川町 とうもろこしとその加工品開発 遊休桑園など 町協議会 1997
都路村 和牛放牧 遊休桑園 放牧地利用組合 1997
喜多方市 ユーカリ栽培の導入，ねぎ栽培の導入 転作田 稲作生産組合 1998
喜多方市 グリーンツーリズムの取り組み拡大 遊休農地 事業実行委員会 1998
郡山市 柿栽培の導入 遊休桑園 生産組合 1998
白河市 そば栽培の導入 遊休桑園など 生産組合 1998
田島町 山フキ栽培の導入 遊休農地 生産部会 1998
船引町 桑株の利用（桑炭の生産） 遊休桑園 生産者組織 1998
長沼町 なたね，そば栽培の導入 遊休農地，転作田 生産組合 1999
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図 6　桑葉加工の流れと原料・製品単価
資料：NPO法人ゆうきの里東和での聞き取り調査より作成．
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な企業や公的機関などとの連携が構築されるな
かで、一定の経済効果を生んできたことが、こ
の取り組みの継続につながっている。この取り
組みは、耕作の断念を余儀なくされた桑という
資源を再資源化する過程で、住民のもつ旧来か
らの人的ネットワークをも活用しながら、これ
までにない多様な製品開発につなげてきたとこ
ろに特徴がある。遊休地化を余儀なくされてい
た桑を経済価値あるものへと変化させたこと
が、一連の取り組みの第一の意義といえる。ま
た、そうした商品開発が一定の軌道に乗ること
ができたのは、近年の健康食ブームであり、新
たな市場の創造を目指した取り組みであったこ
ととも関連している。「条件不利地域問題」を
顕現させにくい市場環境下で、東和地区の取り
組みは成果をあげることができた。この点に第
二の意義があるといえる。さらに、「できる範
囲」から始まった取り組みが新たな成果を生
み、それを自信に新たな取り組みへと昇華させ
ている実態は、新聞やテレビ等で取り上げられ
る対象になりながら、総務省・全国過疎地域自
立促進連盟によって表彰されるなどの「社会的
評価」を得るまでになった。桑の健康食材とし
ての価値を丹念に見出し、それを様々な製品へ
加工する方法を見出してきた過程そのものが、
東和地区で生きる生活基盤と誇りを保持する行
為でもあったといえるだろう。小田切が中山間
地域問題の深層で進展しているとした「誇りの
空洞化」を食い止めることにも連なりつつある
点に、この取り組みの第三の意義があるといえ
よう。
一方で、東和地区における桑の特産品開発事
業は、次のような検討課題に直面している。
第 1は、桑の特産品開発事業をより拡大させ
ていくために、製品の売り上げの伸長が不可欠
である。今後の事業規模を見定めながら、新た
な販路獲得へ向けて商品性を強く打ち出したプ
ロモーション活動が求められる。この点は後述
するように、現在この取り組みを牽引する
NPO法人（特定非営利法人）としての活動と
どのように調和的でいられるかという課題にも
連なってくる。第 2は、主体間連携による地域
内の経済循環を創出していくために、加工過程
の地域内での実現へ向けた検討が進められてい
る（NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり
協議会、2009）。こうした新たな取り組みの方
向を実現できる技術修得や設備投資を可能にす
る資金確保の可能性が問われている。それゆ
え、地域の金融機関との連携も重要になってく
ると考えられる。高柳（2011）は、農商工連携
の取り組みを地域内の主体間連携で完結させる
のではなく、地域外の主体との連携を通して経
済効果を生み出すことの重要性を指摘している
が、この点の如何を含めた今後の方向性の検討
もまた求められている。第 3は、NPO法人が地
域づくりへの貢献の一方で、産業づくりの核と
なり続けることの「限界」もみえ始めている点
である。それは、事業展開のスピード感や資金
調達、先に述べた営業の重要性などの面にみて
とれる。営利法人をいかに立ち上げ、継続的な
事業展開を実現していく方向性の検討が、一定
の成果をあげた東和地区の桑の特産品開発事業
において求められる時期にきていると考えられ
る。
　本研究は、科学研究費補助金基盤研究（A）「商品化
する日本の農村空間に関する人文地理学的研究」（代表
者：田林明、課題番号：19202027）と科学研究費補助
金基盤研究（B）「現代山村における非限界集落の存立
基盤に関する研究」（代表者：西野寿章、課題番号：
22320172）の研究成果の一部である。
　本報告の骨子は、2009年度日本地理学会秋季学術大
会（於；琉球大学）にて開催された「産業と経済の地
理学研究グループ」および産業学会東部支部例会
（於；中央大学）、地理空間学会第6回例会（於；筑波大
学）において報告した。
　現地調査に際しては、二本松市役所東和支所産業建
設課、NPO法人ゆうきの里東和の皆様、とりわけ菅野
正寿氏に資料提供を含め大変お世話になりました。末
筆ながら記して厚く御礼申し上げます。
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注
1）このデータは、農林水産省が2000年度に実施した
「平成12年度遊休農地実態調査」の結果を基に、全
国農業会議所が都道府県別、市町村別に加工・集
計したものである。2008年1月15日現在、次のアド
レスで閲覧できる。
http://www.nca.or.jp/Nochi/yukyu-db/Yuukyu/index.
html（宮地、2008）
2）旧安達郡東和町を指しているが、基本的に本稿で
は二本松市東和地区と表現する。ただし、二本松
市と合併する2005年12月以前の記述は東和町とす
る。
3）図 3において「営利部門」に該当するものは、道
草亭（食堂）とナチュレ（アイス販売所）の販売
額である。
4）東北農業研究センター寒冷地バイオマス研究チー
ムの木村俊之主任研究員が、桑の葉に含まれる
「1－デオキシノジリマイシン」を摂取すると、消化
管でのα－グルコシダーゼ活性が阻害され、食後の
血糖値上昇を抑制する効果があることを明らかに
した（NPO法人ゆうきの里東和ふるさとづくり協
議会、2009）。
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